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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ルーズコイルを搬送しながら４００℃～６００℃の溶融ソルトを入れた溶融ソルト槽内
で冷却するルーズコイルのインライン熱処理設備に用いる溶融ソルト槽内搬送設備におい
て、
　前記溶融ソルト槽内におけるルーズコイルのパスラインに沿ってコンベヤチェーンを配
置し、
　前記ルーズコイルを前記コンベヤチェーンに載置して、溶融ソルトに浸漬させながら搬
送する構成を有し、
　前記溶融ソルトは、硝酸または亜硝酸のアルカリ金属塩から選ばれる１種又は２種以上
の組み合わせからなり、
　コンベヤチェーンを構成する部品のうち、溶融ソルトに浸漬し、且つ互いに摺動する何
れか一方又は両方の部位の材質は、下記（Ａ）、（Ｂ）又は（Ｃ）から選ばれることを特
徴とするインライン熱処理用の溶融ソルト槽内搬送設備。
　（Ａ）Ｎｉ：０．６０％以下、Ｃｒ：１１～１８％、Ｃ：１．２％以下、Ｓｉ：１．０
％以下である熱処理されたマルテンサイト系ステンレス鋼
　（Ｂ）Ｃｒ：１１～２０％、Ｃ：０．１２％以下、Ｓｉ：１．０％以下である熱処理さ
れたフェライト系ステンレス鋼
　（Ｃ）コバルト基合金
【請求項２】
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　前記コンベヤチェーンを構成する部品のうち、溶融ソルトに浸漬し、且つ互いに摺動す
る何れか一方又は両方の部位に、硬化肉盛を有することを特徴とする請求項１記載のイン
ライン熱処理用の溶融ソルト槽内搬送設備。
【請求項３】
　前記溶融ソルトは、硝酸ナトリウム：硝酸カリウム＝３０～６０：７０～４０（重量比
）の組成から成ることを特徴とする請求項１又は２記載のインライン熱処理用の溶融ソル
ト槽内搬送設備。
【請求項４】
　前記コンベヤチェーンの搬送速度が、５ｍ／ｍｉｎ以上５０ｍ／ｍｉｎ以下であること
を特徴とする請求項１～３の何れかに記載のインライン熱処理用の溶融ソルト槽内搬送設
備。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ルーズコイルを搬送しながら高温の溶融ソルト内に浸漬させて冷却するイン
ライン熱処理用の溶融ソルト槽内搬送設備に関する。
【背景技術】
【０００２】
　中・高炭素鋼の線材を製造する際に、線材に強度を付与することを目的として、線材を
熱間圧延してオーステナイト状態にしてから５００℃前後の温度まで急冷して微細パーラ
イトに変態させるパテンティングと呼ばれる熱処理技術が知られている。特に、熱間圧延
された直後のルーズコイルの顕熱を利用するように、上述したパテンティングを、圧延ラ
インに続けてインラインで直接的に行う直接熱処理技術は、直接パテンティングと呼ばれ
る。
【０００３】
　特許文献１には、インライン熱処理用の搬送設備として、フラットローラを用いる技術
が提案されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００７－２３９０６９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　特許文献１の技術は、駆動源に連結されたフラットローラについても開示しており、そ
の駆動源によりフラットローラが回動すると、その上に載置しているルーズコイルは、原
則として、その回転に応じて搬送される。しかし、実際には、溶融ソルト槽内にルーズコ
イルを浸漬させるには、フラットローラの搬送面を下方傾斜させたり、上方傾斜させたり
する必要があるため、その傾斜部分では、フラットローラとルーズコイルとの間に滑りが
発生する可能性があり、特に上方傾斜部ではフラットローラに突起をつけて摩擦力をアッ
プする必要がある。
【０００６】
　このようにフラットローラ搬送では、搬送速度が安定せず、搬送速度を上げようとする
と、更に不安定になる課題を抱えており、解決すべき課題も残されている。
【０００７】
　本発明者らは、溶融ソルト槽内におけるルーズコイルの搬送設備として、搬送速度を上
昇させても安定して搬送できる技術としてコンベヤチェーンの使用を試みた。
【０００８】
　搬送設備として、コンベヤチェーンを使用すること自体は、他の技術分野では行われて
いることであるが、本発明のような、４００℃～６００℃の溶融ソルト中という過酷条件
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下で、使用を試みたことはなく、その実績もない。
【０００９】
　本発明に用いられる溶融ソルトは、亜硝酸ナトリウム、硝酸ナトリウム、硝酸カリウム
というような硝酸又は亜硝酸のアルカリ金属塩で、それらの物性は、一般的な知見では、
酸化力に優れるという程度である（Ｊ．Ｄ．Ｌｅｅ；「無機化学」など）。
【００１０】
　金属の材質の検討では、腐食性がまず検討されるが、腐食性の技術的な検討は一般には
塩酸や希硫酸のような酸（ｐＨが低い）による腐食が中心で、これらは電気化学的な反応
が中心で、酸化還元電位（エネルギー）による電子の移動が問題となる。硝酸の場合には
、低ｐＨであるが、金属側に酸化被膜（不動態）を形成するので、電子の移動が阻止され
るので、電気化学的な腐食が進行しないことも知られている。このような不動態を利用し
て、従来は、表面に不動態皮膜（Ｃｒ２Ｏ３等）を形成させ、且つ該不動態被膜を、Ｎｉ
により広範囲な酸化性環境において形成させ且つ安定化させるようにするために、Ｎｉ及
びＣｒの含量が共に高いステンレス鋼（例えばＳＵＳ３０４、ＳＵＳ３１６）が耐食材と
して用いられている。
【００１１】
　しかし、このようなステンレス鋼であっても、高温の溶融ソルトという特殊な液の条件
下で、耐食性などを含めどのような挙動を示すかは定かでなかった。
【００１２】
　本発明で用いるソルトである硝酸のアルカリ金属塩は、強酸である硝酸と強塩基である
アルカリ金属からなるので、酸アルカリの分類で言えば中性と言えるものである。一般に
中性の物質が電気化学的な腐食を起こすことは考えにくい。
【００１３】
　一方、酸化力に優れる物質が腐食を起こすこともあることは、塩素による腐食で知られ
ているが、溶融ソルトのような硝酸のアルカリ金属塩が、４００℃～６００℃で、高温下
でどのような挙動を示し、腐食を起こすかは全く不明であり、チェーンメーカの技術者（
当業者）であっても、予想がつかない状況にあった。
【００１４】
　さらに他方では、コンベヤチェーンでは、回転部分や摺動部分での摩耗対策は基本的な
課題であるが、４００～６００℃の溶融ソルトという条件下では、予想もつかない状況に
あった。
【００１５】
　このように、４００～６００℃の溶融ソルト中におけるコンベヤチェーンの材質の選定
は、極めて困難な状況にあり、しかも実用的な水準でなければ、不測の損害を生じさせか
ねない。また設備的にコスト増を招けば実用面で採用されないという大きな問題もあった
。
【００１６】
　そこで、本発明者は、４００～６００℃の溶融ソルト中を駆動するコンベヤチェーンに
おいて、実際に種々の材質について検討し、各種の試験を行い、実用に適う材質を鋭意探
索した結果、本発明を完成させるに至った。
【００１７】
　本発明の課題は、４００℃～６００℃の溶融ソルト内において、耐摩耗性及び耐食性に
優れ、低コストで、実用的なコンベヤチェーンを用いたインライン熱処理用の溶融ソルト
槽内搬送設備を提供することにある。
【００１８】
　また本発明の他の課題は、以下の記載によって明らかとなる。
【課題を解決するための手段】
【００１９】
　上記課題は、以下の各発明によって解決される。
【００２０】
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（請求項１）
　ルーズコイルを搬送しながら４００℃～６００℃の溶融ソルトを入れた溶融ソルト槽内
で冷却するルーズコイルのインライン熱処理設備に用いる溶融ソルト槽内搬送設備におい
て、
　前記溶融ソルト槽内におけるルーズコイルのパスラインに沿ってコンベヤチェーンを配
置し、
　前記ルーズコイルを前記コンベヤチェーンに載置して、溶融ソルトに浸漬させながら搬
送する構成を有し、
　前記溶融ソルトは、硝酸または亜硝酸のアルカリ金属塩から選ばれる１種又は２種以上
の組み合わせからなり、
　コンベヤチェーンを構成する部品のうち、溶融ソルトに浸漬し、且つ互いに摺動する何
れか一方又は両方の部位の材質は、下記（Ａ）、（Ｂ）又は（Ｃ）から選ばれることを特
徴とするインライン熱処理用の溶融ソルト槽内搬送設備。
　（Ａ）Ｎｉ：０．６０％以下、Ｃｒ：１１～１８％、Ｃ：１．２％以下、Ｓｉ：１．０
％以下である熱処理されたマルテンサイト系ステンレス鋼
　（Ｂ）Ｃｒ：１１～２０％、Ｃ：０．１２％以下、Ｓｉ：１．０％以下である熱処理さ
れたフェライト系ステンレス鋼
　（Ｃ）コバルト基合金
【００２１】
（請求項２）
　前記コンベヤチェーンを構成する部品のうち、溶融ソルトに浸漬し、且つ互いに摺動す
る何れか一方又は両方の部位に、硬化肉盛を有することを特徴とする請求項１記載のイン
ライン熱処理用の溶融ソルト槽内搬送設備。
【００２２】
（請求項３）
　前記溶融ソルトは、硝酸ナトリウム：硝酸カリウム＝３０～６０：７０～４０（重量比
）の組成から成ることを特徴とする請求項１又は２記載のインライン熱処理用の溶融ソル
ト槽内搬送設備。
【００２３】
（請求項４）
　前記コンベヤチェーンの搬送速度が、５ｍ／ｍｉｎ以上５０ｍ／ｍｉｎ以下であること
を特徴とする請求項１～３の何れかに記載のインライン熱処理用の溶融ソルト槽内搬送設
備。
【発明の効果】
【００２４】
　本発明によれば、４００℃～６００℃の溶融ソルト内において、耐摩耗性及び耐食性に
優れ、低コストで、実用的なコンベヤチェーンを用いたインライン熱処理用の溶融ソルト
槽内搬送設備を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】本発明に用いるコンベヤチェーンの一例を示す要部概略平面図
【図２】図１の概略側面図
【図３】図２のＩＩＩ－ＩＩＩ線断面図
【図４】本発明の実施の形態に係るインライン熱処理設備が備える溶融ソルト槽の一例を
示す側面図
【図５】試験装置の概略断面図
【図６】実施例の結果を示す図
【発明を実施するための形態】
【００２６】
　本発明において、溶融ソルト槽とは、溶融ソルトを入れた槽であり、該溶融ソルト槽に
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入れられる溶融ソルトは、硝酸または亜硝酸のアルカリ金属塩から選ばれる１種又は２種
以上の組み合わせからなり、好ましくは、亜硝酸ナトリウム、硝酸ナトリウム、硝酸カリ
ウムの少なくとも何れか１種からなることであり、より好ましくは、硝酸ナトリウム：硝
酸カリウム＝３０～６０：７０～４０（重量比）の組成からなることである。
【００２７】
　また、溶融ソルト槽における、溶融ソルトの温度は、４００℃～６００℃の範囲である
。
【００２８】
　本発明において、溶融ソルトは、大気中において、固化すると、かなりの高い硬度を示
すので、固化析出したソルト固形物の除去は容易でないので、コンベヤチェーンの設計に
おいては、ソルト固形物の除去がし易い構造にしたり、ソルト固形物を再溶融するための
加熱処理などが施されてもよい。また摺動部分での固形分析出が起こると、摩耗の問題が
起こるので、材質的な面だけでなく、さらに摩耗シロを設けるなどの工夫も可能である。
【００２９】
　本発明において、溶融ソルト槽のようなインライン熱処理設備にルーズコイルが導入さ
れる前工程には、ルーズコイルの製造ラインが設けられ、例えば、鋼のビレットを、連続
する非同心リング状態のルーズコイルに熱間圧延する圧延ラインを備えている。
【００３０】
　その圧延ラインの下流には、ルーズコイルを直接パテンティングする熱処理ラインを備
え、該熱処理ラインは、上流の圧延ラインから搬送されたルーズコイルを、直接熱処理（
直接パテンティング）するインライン熱処理設備と、直接熱処理したルーズコイルをコイ
ルに成形する収束装置とが、搬送方向に沿って順に配置された構成を有するものを例示で
きる。
【００３１】
　前記インライン熱処理設備は、圧延ラインから搬送されたルーズコイルを溶融ソルトで
４００～６００℃の温度まで冷却する冷却槽、冷却されたルーズコイルを溶融ソルトで４
００～６００℃の温度に所定時間保持する恒温槽、及びルーズコイルを洗浄し、付着した
溶融ソルトを回収する洗浄装置を、搬送方向に沿って順に配置した構成を有するものを例
示できる。
【００３２】
　本明細書において、溶融ソルト槽は、例えば、前記冷却槽や、前記恒温槽である。
【００３３】
　また、本発明のインライン熱処理用の溶融ソルト槽内搬送設備は、溶融ソルト槽が冷却
槽である場合に効果的であるが、さらに冷却槽とこれに続く恒温槽の両方にも適用できる
。
【００３４】
　本発明において、上記溶融ソルト槽内におけるルーズコイル搬送手段には、コンベヤチ
ェーンが用いられる。
【００３５】
　図１は、本発明に用いるコンベヤチェーンの一例を示す要部切断概略平面図であり、図
２は、図１の切断概略側面図であり、更に、図３は、図２のＩＩＩ－ＩＩＩ線断面図であ
る。
【００３６】
　コンベヤチェーン１において、一対の外リンクプレート３の両端部同士をピン４で連結
してなる外リンク２と、一対の内リンクプレート６の両端部同士をセンターブッシュ７で
連結してなる内リンク５とを、前記センターブッシュ７の内側に前記ピン４を回転可能に
挿通させて長さ方向に連結してある。更に、前記外リンク２の両外側に突出する前記ピン
４の外周に、サイドローラ８を回転可能に設けた構成としてもよい。
【００３７】
　以上の構成としてあるコンベヤチェーン１は、外リンクプレート３及び内リンクプレー
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ト６の上端面にルーズコイルを載置して搬送する。
【００３８】
　載置されている状態で、ルーズコイルは摩擦によって滑りが防止され、従来のようなフ
ラットローラと比べ、転がり落ちることはない。
【００３９】
　コンベヤチェーンの所要個所には、９で示される係止爪を、直接、あるいは、所要形状
の取付部材を介して適宜取り付けることができる。図示の例では、係止爪９を、内側リン
クプレート６に設けている。係止爪９はルーズコイルを引っかけて係止する作用を有し、
後述する傾斜搬送時等において、載置したルーズコイルのずれを確実に防止する。
【００４０】
　また、上記各サイドローラ８の少なくとも一部を、図示しないガイドレール上に載置さ
せるように配置しておく。これにより、上記コンベヤチェーン１を循環駆動する際には、
上記コンベヤの搬送部材の自重や被搬送物の重量を、上記各サイドローラ８を介して上記
図示しないガイドレールに支承させると共に、上記各サイドローラ８がピン４の周りで回
転して上記ガイドレールに沿って走行させることで、被搬送物の円滑な搬送を行わせるこ
とができる。
【００４１】
　図４は、本発明の実施の形態に係るインライン熱処理設備が備える溶融ソルト槽の一例
を示す側面図である。
【００４２】
　圧延ラインから、連続する非同心リング状態で搬送されたルーズコイルを溶融ソルト槽
に搬送する。本実施の形態では、溶融ソルト槽内に搬送されるルーズコイルは、溶融ソル
ト槽の搬送方向の入側Ｉの搬送ロール２０側からコンベヤチェーン１に進入し、その後、
溶融ソルト３０に浸漬させながら搬送される。
【００４３】
　上述のように、コンベヤチェーン１は、ルーズコイルのパスラインに沿うように溶融ソ
ルト槽内に固定されたガイドレール１１に沿って移動するように構成してもよい。
【００４４】
　また、１２はコンベヤチェーン１を軸支し、自身の回転によりコンベヤチェーン１を駆
動させる駆動軸であり、１３はコンベヤチェーンを軸支し、コンベヤチェーン１２の駆動
に合わせて従動回転を行う従動軸である。駆動軸１２及び従動軸１３の外周には、それぞ
れコンベヤチェーンに係合するスプロケット１４、１５が設けられている。
【００４５】
　このようにして、コンベヤチェーン上に搭載されたルーズコイルＷを搬送し、冷却、又
は、特定の温度に保持することが可能である。
【００４６】
　本実施の形態では、ルーズコイルＷを完全に浸漬させながら搬送できるように、コンベ
ヤチェーン１をガイドするガイドレール１１の各位置は、ルーズコイルＷの搬送方向に沿
って溶融ソルト槽３１内で、入側Ｉから溶融ソルト槽３１の中央部に向かって徐々に低く
なっている。中央部ではガイドレール１１の各位置は液中に没する一定の高さに設定され
ており、搬送方向下流側では、中央部から出側Ｏに向かって徐々に高くなっている。即ち
、図４に示すように、コンベヤチェーン１によって溶融ソルト槽３１内に形成されるルー
ズコイルの搬送経路面は、搬送方向に直交する幅方向に視て下に凸形状になっている。
【００４７】
　これにより、溶融ソルト槽３１の入側Ｉから進行させたルーズコイルは、徐々に溶融ソ
ルト３０の液中に下降し、溶融ソルト３０の液中に完全に浸漬した位置に到達してから、
しばらくこの高さで進行した後、溶融ソルト槽３１の出側近くで進行させながら徐々に上
昇する溶融ソルト槽内搬送が可能となる。
【００４８】
　なお、図４において、符号２００は溶融ソルト槽３１の上方を被覆する天蓋部であり、
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溶融ソルト３０の上方の空間を所定の高温状態に維持できるようにしている。これにより
、駆動時、コンベヤチェーン１がスプロケット１４、１５の部位において溶融ソルト３０
の液面上に露出した際、コンベヤチェーン１に付着した溶融ソルトが冷却されて固化して
しまうことを防止する。
【００４９】
　本発明の溶融ソルト槽内搬送設備において、コンベヤチェーンの、特に、溶融ソルトに
浸漬し、且つ摺動する部位では、腐食及び摩耗の進行が著しい。
【００５０】
　そのため、コンベヤチェーンを構成する部品のうち、溶融ソルトに浸漬し、且つ摺動す
る部位の材質は、耐食性及び耐摩耗性に優れたものであることが好ましい。
【００５１】
　本発明の溶融ソルト槽内搬送設備において、コンベヤチェーンを構成する部品のうち、
溶融ソルトに浸漬し、且つ互いに摺動する何れか一方又は両方の部位の材質が、下記（Ａ
）、（Ｂ）又は（Ｃ）から選ばれる。
　（Ａ）Ｎｉ：０．６０％以下、Ｃｒ：１１～１８％、Ｃ：１．２％以下、Ｓｉ：１．０
％以下である熱処理されたマルテンサイト系ステンレス鋼
　（Ｂ）Ｃｒ：１１～２０％、Ｃ：０．１２％以下、Ｓｉ：１．０％以下である熱処理さ
れたフェライト系ステンレス鋼
　（Ｃ）コバルト基合金
【００５２】
　上記（Ａ）及び（Ｂ）における、該熱処理としては、浸炭焼入れ・焼もどし等の処理が
例示できる。
【００５３】
　また、（Ａ）に該当するステンレス鋼としては、ＳＵＳ４０３Ｔ、ＳＵＳ４２０Ｊ１、
ＳＵＳ４２０Ｊ２、ＳＵＳ４３１、ＳＵＳ４４０Ｃ等を好ましく例示できる。
【００５４】
　さらに、（Ｂ）に該当するステンレス鋼としては、ＳＵＳ４３０等を好ましく例示でき
る。
【００５５】
　さらにまた、（Ｃ）に該当するコバルト基合金としては、Ｃｒ：２８．０％、Ｃ：１．
１％、Ｗ：４．０％、Ｃｏ：Ｂａｌ．を含むコバルト基合金（例えば商品名：Ｓｔｅｌｌ
ｉｔｅ　６）、又は、Ｃｒ：８．５％、Ｃ：０．０８％以下、Ｍｏ：２８．５％、Ｓｉ：
２．６％、Ｃｏ：Ｂａｌ．、Ｎｉ＋Ｆｅ：３．０％以下を含むコバルト基合金（例えば商
品名：Ｔｒｉｂａｌｏｙ　Ｔ－４００）等を好ましく例示できる。なお前記Ｂａｌ．は、
合計を１００％にするための数値である。
【００５６】
　コンベヤチェーンを構成する部品のうち、溶融ソルトに浸漬し、且つ互いに摺動する何
れか一方又は両方の部位の材質が上記（Ａ）、（Ｂ）又は（Ｃ）であれば、ルーズコイル
をコンベヤチェーンに載置して４００℃～６００℃の溶融ソルトに浸漬させて搬送しなが
ら冷却するインライン熱処理を実際に行っても、溶融ソルトに浸漬する部位の腐食の問題
は発生せず、且つ摺動部分においても摩耗の発生を抑制できる。また１８－８Ｎｉ－Ｃｒ
鋼のようなステンレス鋼のように高価でないので、コスト低減に寄与する。従って実用性
に優れる。
【００５７】
　本発明において、コンベヤチェーンを構成する部品全体を上記（Ａ）、（Ｂ）又は（Ｃ
）で形成してもよいし、溶融ソルトに浸漬し、且つ互いに摺動する部位のみを上記（Ａ）
、（Ｂ）又は（Ｃ）で形成してもよい。
【００５８】
　コンベヤチェーンを構成する部品のうち、溶融ソルトに浸漬し、且つ互いに摺動する部
位の一方の材質と他方の材質とは、上記（Ａ）、（Ｂ）又は（Ｃ）から選ばれ、互いに異
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なる材質によって形成されてもよい。
【００５９】
　また、本発明においては、コンベヤチェーンを構成する部品のうち、溶融ソルトに浸漬
し、且つ互いに摺動する部位の両方の材質は、同じ硬度を有する材質であることが好まし
いが、互いに異なる硬度を有する材質であってもよい。
【００６０】
　上述した、コンベヤチェーンを構成する部品のうち、溶融ソルトに浸漬し、且つ互いに
摺動する部位としては、例えば、サイドローラとピンとの間の摺動部、コンベヤチェーン
のピンとセンターブッシュとの摺動部を例示できる。
【００６１】
　また、チェーン駆動軸及び／又はチェーン従動軸を、溶融ソルト内に浸漬させて用いる
場合は、これらとコンベヤチェーンとの摺動部を、上記（Ａ）、（Ｂ）又は（Ｃ）で形成
してもよい。
【００６２】
　さらにまた、コンベヤチェーンの搬送経路をガイドレールによってガイドする場合は、
コンベヤチェーンとガイドレールの摺動部を、上記（Ａ）、（Ｂ）又は（Ｃ）で形成して
もよい。
【００６３】
　更に、溶融ソルトが付着する部位、及び、溶融ソルト槽に近接する部位を、上記（Ａ）
、（Ｂ）又は（Ｃ）で形成してもよい。
【００６４】
　また、コンベヤチェーンを構成する部品のうち、溶融ソルトに浸漬し、且つ互いに摺動
する何れか一方又は両方の部位は、硬化肉盛を有してもよい。
【００６５】
　硬化肉盛が施される母材の材質は、何れの材質でもよいが、上記（Ａ）、（Ｂ）又は（
Ｃ）の何れかで形成されることが好ましく、より好ましくは上記（Ａ）又は（Ｂ）で形成
されることである。
【００６６】
　前記硬化肉盛は、前記母材の硬度を向上する材質からなることが好ましく、上記（Ｃ）
の材質からなることがより好ましい。
【００６７】
　本発明においては、溶融ソルト槽において、ルーズコイルを溶融ソルトに浸漬させなが
ら搬送する際に、コンベヤチェーンを用いて搬送するようにしたことによって、最大５０
ｍ／ｍｉｎまでの搬送速度が適用可能となる。
【００６８】
　従来の高温用コンベヤチェーンの場合は、チェーンに潤滑を与えられないため、搬送速
度を３ｍ／ｍｉｎ以下にせざるを得なかったが、これと比べると、各段に搬送速度が上昇
し、生産性が向上し、実用性に優れる。
【００６９】
　本発明では、溶融ソルトに浸漬し、且つ摺動する部位の材質に、上記（Ａ）、（Ｂ）又
は（Ｃ）を適用しているため、上記のような高速搬送を行っても、摩耗の進行を抑えるこ
とができる。
【００７０】
　以上の利点により、線材の製造ラインを高速化及び安定化させることができる。
【００７１】
　また、コンベヤチェーンを用いれば、コンベヤチェーン上にルーズコイルを載置するだ
けでよいので、コンベヤチェーンとルーズコイルとの間に摺動が起こらない。そのため、
摩擦によりルーズコイルが損傷することがない。
【００７２】
　更に、ルーズコイルを溶融ソルトに浸漬させながら搬送する搬送経路が上り坂を含んで
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速度を概ね一定に保持し、概ね同じ冷却時間にすることができるため、搬送方向に関して
も従来よりも均一な線材を製造することができる。この効果は、コンベヤチェーンに、上
述した係止爪９を設けることで、より顕著になる。
【００７３】
　以上、本発明の好適な実施形態について説明したが、本発明は係る例に限定されない。
【００７４】
　上述した実施形態においては、コンベヤチェーン１によって冷却槽内３１に形成される
ルーズコイルの搬送経路面が下に凸形状になるようにガイドレール１１が配置されている
場合について説明したが、コンベヤチェーン１によって冷却槽３１内に形成されるルーズ
コイルの搬送経路面は、その他の形状であってもよい。
【００７５】
　上述した実施形態においては、溶融ソルト槽内におけるルーズコイルのパスライン形成
において、サイドローラ８及びガイドレール１１を用いる場合について説明したが、これ
らは本発明の実施に必ずしも必要でなく、例えば、コンベヤチェーン及びルーズコイル自
身の重量によって、例えば、下に凸形状になるように、パスラインを形成してもよい。
【実施例】
【００７６】
　以下に、本発明の実施例を説明するが、本発明はかかる実施例によって限定されない。
【００７７】
　実施例１（ソルト浴中における腐食試験）
　下記の試験条件下で、下記の試験片を、溶融ソルト中に浸漬させ、外観及び重量の変化
について試験した。
【００７８】
（試験条件）
　浸漬箇所：溶融ソルト槽
　溶融ソルト組成：５０％ＮａＮＯ３及び５０％ＫＮＯ３

　溶融ソルト温度：５００～５５０℃
　期間：６ヶ月間、１２～１５日／月
【００７９】
（試験片）
　１．形状　３０ｍｍＷ×２００ｍｍＬ×５ｍｍＨ
　２．材質
　　試験片１：セラミック；窒化ケイ素（比較）
　　試験片２：セラミック；炭化ケイ素（比較）
　　試験片３：Ｎｉ：８．００～１０．００％、Ｃｒ：１８．００～２０．００％を含む
オーステナイト系ステンレス鋼（比較）
　　試験片４：Ｎｉ：１０．００～１４．００％、Ｃｒ：１６．００～１８．００％を含
むオーステナイト系ステンレス鋼（比較）
　　試験片５：Ｃｒ：２８．０、Ｃ：１．１、Ｗ：４．０、Ｃｏ：Ｂａｌ．を含むコバル
ト基合金（本発明）
【００８０】
（結果）
　結果を表１に示した。
【００８１】
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【表１】

【００８２】
　表１より、外観の変化については、試験片１、２、５では変化がなく、試験片３、４で
錆状の変色を発生していることがわかる。
【００８３】
　また、表１より、重量の変化については、試験片１、２は重量が減少したが、それ以外
は重量が変化しないことがわかる。
【００８４】
　試験片５は、ソルト浸漬前後で重量及び外観ともに変化がなかった。
【００８５】
　実施例２（ソルト浴中における耐摩耗試験）
　下記の試験装置を用い、下記の試験条件下で、下記の試験片を、溶融ソルト中で摩擦試
験した。試験片表面に生じた摩耗キズの深さ・幅等から、試験片表面の比摩耗性を評価し
た。
【００８６】
（試験装置）
　本試験に用いた試験装置の概略断面図を図５に示す。
【００８７】
　図５において、４０は溶融ソルトであり、電気炉４１中において、約５００℃に維持さ
れている。試験片（軸）５１は、筒状に形成され、筒の内部には６１に示されるモータに
接続された回転軸６２が差し込まれ、回転している。該試験片（軸）５１は、両側から平
板状の試験片（軸受）５２に挟持されている。６３に示されるエアーシリンダーから発生
した圧力が、６４に示す圧力管を介して、一方の試験片（軸受）５２を、回転する試験片
（軸）に押圧すると共に、対向側の試験片（軸受）は、該圧力の反作用により、反対方向
の等しい圧力で回転する試験片（軸）５１を押圧する。
【００８８】
（試験条件）
　浸漬箇所：溶融ソルト槽
　溶融ソルト組成：５０％ＮａＮＯ３及び５０％ＫＮＯ３

　溶融ソルト温度：約５００℃
　転動：荷重１００ｋｇ
　　　　速度２００ｒｐｍ（２３．２５ｍ／ｍｉｎ）
【００８９】
（試験片）
　１．形状：軸φ３７×４５ｍｍ
　　　　　　軸受６０～７０ｍｍＷ×及び６０～７０ｍｍＬ×１０ｍｍ（Ｈ）
　２．材質
　　試験片１：セラミック；窒化ケイ素（比較）
　　試験片２：セラミック；炭化ケイ素（比較）
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　　試験片４：Ｎｉ：１０．００～１４．００％、Ｃｒ：１６．００～１８．００％を含
むオーステナイト系ステンレス鋼（比較）
　　試験片５：Ｃｒ：２８．０％、Ｃ：１．１％、Ｗ：４．０％、Ｃｏ：Ｂａｌ．を含む
コバルト基合金（本発明）
　　試験片６：Ｃｒ：８．５％、Ｃ：０．０８％以下、Ｍｏ：２８．５％、Ｓｉ：２．６
％、Ｃｏ：Ｂａｌ．、Ｎｉ＋Ｆｅ：３．０％以下を含むコバルト基合金（本発明）
【００９０】
（結果）
　結果を表２に示した。
【００９１】
【表２】

【００９２】
　表２より、試験片５及び６の各同材質同士の組み合わせにおいて、耐摩耗性が良好であ
ることがわかる。なお、試験片４は、試験片５及び６との組み合わせにおいて、耐摩耗性
を示すが、試験片４同士の組み合わせにおいては耐摩耗性が低かった。
【００９３】
　実施例３（コンベヤチェーン試験機の耐久試験）
　図１～図３に示すコンベヤチェーンにおいて、センターブッシュの外周に、スプロケッ
トと係合するためのセンターローラを設けた試験機を、下記の材質から形成した。該試験
機を、下記の試験条件下で、インライン熱処理用の溶融ソルト槽内搬送設備に用い、６週
間、実際に直接パテンティングを行った後、摺動部の摩耗量、及び、ピッチ伸び率等につ
いて測定した。
【００９４】
　また、試験結果より、各試験機での摩耗寿命を算出した。
【００９５】
（試験条件）
　浸漬箇所：溶融ソルト槽
　溶融ソルト組成：５０％ＮａＮＯ３及び５０％ＫＮＯ３

　溶融ソルト温度：４５０～５５０℃
　使用機械：直接パテンティング試験装置
　搬送速度：５０ｍ／ｍｉｎ
　給油脂：なし（ソルト潤滑状態）
　期間：６週間
【００９６】
（試験機）
　１．形状：図１～図３に示すコンベヤチェーンにおいて、センターブッシュの外周にセ
ンターローラを設けた試験機
　２．材質
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　　試験機１：Ｎｉ：８．００～１０．００％、Ｃｒ：１８．００～２０．００％を含む
オーステナイト系ステンレス鋼（比較）
　　試験機２：Ｎｉ：１０．００～１４．００％、Ｃｒ：１６．００～１８．００％を含
むオーステナイト系ステンレス鋼（比較）
　　試験機３：Ｎｉ：０．６０％以下、Ｃｒ：１１～１３％を含む熱処理したマルテンサ
イト系ステンレス鋼（本発明）
【００９７】
（結果）
　各試験機における各摺動部の平均摩耗量、及び、ピッチ伸び率を表３に示した。
【００９８】
【表３】

【００９９】
　さらに、摩耗量、及び、ピッチ伸び率の許容値をもとに、試験期間（６週間）に対する
各試験機の期待寿命を算出し、表４に示した。なお、センターブシュ肉厚の摩耗許容値は
、初期肉厚の６０％に達する外径摩耗量とし、ローラ肉厚の摩耗許容値は、初期肉厚の６
０％に達する内外径摩耗量とした。
【０１００】

【表４】

【０１０１】
　コンベヤチェーンの期待寿命（寿命到達時点）は、最短寿命を示すピッチ伸びから決ま
り、今回の試験期間（６週間）に対して以下のようになる。
　試験機１：５．３倍
　試験機２：７．１倍
　試験機３：７．７倍
【０１０２】
　試験機３では、摩耗量及びピッチ伸び率が他の試験機よりも小さく、コンベヤチェーン
としての期待寿命が長い。
【０１０３】
　さらに、図６に、試験後の各試験機におけるブシュの写真を示した。
【０１０４】
　試験機１及び２のブシュにおいて、引掻き摩耗の発生が確認できる。さらに、試験機１
のブシュは、ローラからの負荷によるものと考えられるヘタリ（変形）が生じていること
が分かる。これに対して、試験機３のブシュにおいては、著しい変化は確認されなかった
。
【符号の説明】
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【０１０５】
　　１：コンベヤチェーン
　　２：外側リンク
　　３：外側リンクプレート
　　４：ピン
　　５：内側リンク
　　６：内側リンクプレート
　　７：センターブシュ
　　８：サイドローラ
　　９：係止爪
　１１：ガイドレール
　１２：駆動軸
　１３：従動軸
　１４：スプロケット
　１５：スプロケット
　２０：搬送ロール
　３０：溶融ソルト
　３１：溶融ソルト槽
　４０：溶融ソルト
　４１：電気炉
　５１：試験片（軸）
　５２：試験片（軸受）
　６１：モータ
　６２：回転軸
　６３：エアーシリンダー
　６４：圧力管
　２００：天蓋
　Ｗ：ルーズコイル



(14) JP 5302136 B2 2013.10.2

【図１】 【図２】

【図３】

【図４】

【図５】



(15) JP 5302136 B2 2013.10.2

【図６】



(16) JP 5302136 B2 2013.10.2

10

20

30

フロントページの続き

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                                        
   Ｃ２１Ｄ   1/607    (2006.01)           Ｃ２１Ｄ   1/607   　　　　          　　　　　
   Ｃ２２Ｃ  19/07     (2006.01)           Ｃ２２Ｃ  19/07    　　　Ｇ          　　　　　

(72)発明者  土岐　正弘
            東京都千代田区丸の内二丁目６番１号　新日本製鐵株式会社内
(72)発明者  高橋　幸弘
            東京都千代田区丸の内二丁目６番１号　新日本製鐵株式会社内
(72)発明者  栗栖　泰
            東京都千代田区丸の内二丁目６番１号　新日本製鐵株式会社内
(72)発明者  中嶋　公嗣
            大阪府大阪市北区中之島３丁目３番３号　株式会社椿本チエイン内
(72)発明者  藤原　誠
            大阪府大阪市北区中之島３丁目３番３号　株式会社椿本チエイン内
(72)発明者  安藤　清吾
            東京都江戸川区西葛西８丁目４番６号　三井造船環境エンジニアリング株式会社内
(72)発明者  奥薗　寛
            東京都中央区築地５丁目６番４号　三井造船株式会社内

    審査官  藤代　佳

(56)参考文献  実開昭５８－０４２１５１（ＪＰ，Ｕ）　　　
              特開平０６－０４１６４７（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００８－０６３６０１（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開昭６０－００５８１７（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００７－２３９０６９（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｃ２１Ｄ　　　９／５２　－　　９／６６
              Ｃ２１Ｄ　　　１／６０７
              Ｃ２１Ｄ　　　１／６３　　　
              Ｃ２２Ｃ　　３８／００　－　３８／６０
              Ｃ２２Ｃ　　１９／００　－　１９／０７　　　　
              　　　


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

